
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇
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〇
総
務
省
告
示
第
五
百
二
十
五
号

町
の
名
称
変
更

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第

三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
平
成
二
十
二
年
一
月
四
日

か
ら
愛
知
県
西
加
茂
郡
三
好
町
の
名
称
を
み
よ
し
町
に
変

更
す
る
旨
、
同
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
、
愛
知
県
知
事

か
ら
通
知
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
七
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
告
示
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
一
月
十
九
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

〇
総
務
省
告
示
第
五
百
二
十
六
号

町
を
市
と
す
る
処
分

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第

八
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
西
加
茂
郡
み
よ
し
町
を
み

よ
し
市
と
す
る
旨
、
愛
知
県
知
事
か
ら
届
出
が
あ
っ
た
の

で
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
告
示
す
る
。

右
の
処
分
は
、
平
成
二
十
二
年
一
月
四
日
か
ら
そ
の
効

力
を
生
ず
る
も
の
と
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
一
月
十
九
日

総
務
大
臣

原
口

一
博

〇
法
務
省
告
示
第
五
百
三
十
五
号

左
記
の
者
の
申
請
に
係
る
日
本
国
に
帰
化
の
件
は
、
こ

れ
を
許
可
す
る
。

平
成
二
十
一
年
十
一
月
十
九
日

法
務
大
臣

千
葉

景
子

住
所
和
歌
山
市
北
島
3
2
5番
地
1
5
0

劉
偉
昭
和
5
2年
４
月
４
日
生

高
子
燕
昭
和
5
0年

1
0月

1
6日
生

住
所
奈
良
県
生
駒
郡
斑
鳩
町
興
留
５
丁
目
１
番

3
0
`

2
0
6号
朴
美
佳
昭
和
5
4年

1
1月

3
0日
生

住
所
神
戸
市
東
Í
区
本
山
町
北
畑
6
5
7番
地

朴
奈
美
昭
和
4
8年
８
月
６
日
生

住
所
東
京
都
東
村
山
市
栄
町
２
丁
目
3
0番
地
1
3

朴
生
£
昭
和
5
3年

1
0月

2
6日
生

住
所
東
京
都
江
戸
川
区
小
松
川
１
丁
目
２
番
２
`

2
0
4

号金
彦
昭
和
5
5年
６
月
1
0日
生

住
所
山
口
県
下
関
市
中
央
町
８
番
2
2
`
5
0
4号

Ô
保
利
子
昭
和
4
3年
７
月
９
日
生

住
所
山
口
県
下
関
市
山
の
田
北
町
１
番
１
`
5
0
3号

Ô
豊
康
昭
和
4
1年
５
月
2
6日
生

〔
告

示
〕

〇
町
の
名
称
変
更
の
件
（
総
務
五
二
五
）

J

〇
町
を
市
と
す
る
処
分
の
件
（
同
五
二
六
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
五
三
五
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
研

修
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
研
修
を
定
め
る
件

（
同
五
三
六
、
五
三
七
）

K

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
研

修
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
研
修
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
五
三
八
〜
五
四
二
）

L

〇
ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国
に

お
け
る
小
児
感
染
症
予
防
計
画
の
た
め
の

贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
国
際
連
合

児
童
基
金
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
外
務
五
三
七
）

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

イ
ン
ド
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関

す
る
件
（
同
五
三
八
）

〇
重
要
無
形
文
化
財
の
保
持
者
の
認
定
及
び

指
定
が
解
除
さ
れ
た
件

（
文
部
科
学
一
七
三
）

M

〇
重
要
無
形
文
化
財
の
保
持
者
の
認
定
が
解

除
さ
れ
た
件
（
同
一
七
四
、
一
七
五
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
一
六
一
七
）

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
二
一
七
）

〇
航
空
交
通
管
制
業
務
に
関
す
る
告
示
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
二
一
八
）

〇
航
空
保
安
無
線
施
設
の
名
称
、
位
置
等
に

関
す
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
二
一
九
）

〇
那
覇
空
港
の
飛
行
場
灯
火
に
つ
い
て
告
示

し
た
事
項
に
変
更
を
加
え
た
件

（
同
一
二
二
〇
）

N

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
二
〇
二
〜
二
〇
五
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
一
四
〇
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
七
六
、
一
七
七
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
三
五
）

〔
国
会
事
項
〕

O

〔
人
事
異
動
〕

農
林
水
産
省

最
高
裁
判
所

P

〔
皇
室
事
項
〕

P

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

旅
券
法
第
十
九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
く
一
般
旅
券
の
返
納
命
令
に
関
す
る
通
知

（
外
務
省
）

P

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

P

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
千
葉
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
七
、
石
川
同

二
、
三
重
同
二
〜
六
、
京
都
同
二
〜
五
）

J
I

国
家
試
験

平
成
二
十
二
年
度
旧
司
法
試
験
第
一
次
試
験

の
施
行
（
司
法
試
験
委
員
会
）

J
J

〔
資

料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

再
生
関
係

会
社
そ
の
他

K
R

˜
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